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アアククテティィブブ  AAccttiivvee 
発行：筑波大学教職員組合つくば 

筑波大学教職員組合協議会 

２００５年9月 15日 （木）No.33 

連絡先：内線５０１２ 

数理物質科学等支援室 齋藤靜夫 

E-mail ssaito@ims.tsukuba.ac.jp 

HP http://fweb.midi.co.jp/~wout/ 

 記事の内容  

5 月 27日，安全環境の改善について，学長宛緊急要求書を提出 

6月 30日，宿舎居住環境の改善について，学長宛要求書を提出，予備交渉 

  7 月１３日，団体交渉，宿舎居住環境の改善について，学長書面で回答   

７月２６日，組合協議会代表が大学当局へ挨拶，要求項目提出，予備交渉 

  10 月中，団体交渉を要求   

 

＜6/30 宿舎改善要求書＞ 

筑波大学長 岩崎洋一 殿 

筑波大学教職員組合つくば        

執行委員会委員長 齋藤静夫       

筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会 

議長 平野信之             

 

宿舎居住環境改善に関して，下記9項目を要求します。 

１．所管換えに伴う強制転居を行わないこと。 

２．入居者の勤務先による差別を行わないこと。 

３．宿舎の管理運営については，関東財務局所管の合同

宿舎の基準を維持すること。 

４．駐車場の増設や空き駐車場の利用など，宿舎戸数に

見合う駐車場の整備を行うこと。 

５．備品や設備の計画的更新を行うこと。 

６．修繕等の要請に対し，責任を持って対応すること。 

７．退去時の査定には経年変化を十分考慮するとともに，

査定者（管理人）ごとに査定結果に不公平が生じな

いよう，査定方法の統一，周知を図ること。 

８．宿舎の改廃の計画を明らかにし居住者へ早期に通知

すること。特に廃止宿舎棟の決定については，廃止ま

で６年以上の期間を設けること。 

９．（略：学長回答書に記載） 

＜7/13 宿舎団体交渉，学長回答書＞ 

 筑波大学教職員組合つくばと筑波研究学園都市研究機

関労働組合協議会（学研労協）との共同で，筑波大学当

局と団体交渉を行った。 

（学研労協参加の趣旨は質疑応答の冒頭で説明） 

場所：大学本部棟3階会議室 

出席者：大学当局側（大）：腰塚 組織人事担当副学長・

理事，岡本 組織人事部長，ほか担当職員５名， 

組合側（組）：齋藤 委員長，平野 議長，ほか代表４名 

 

腰塚理事が学長回答書を読み上げ，質疑応答を行った。 

 

宿舎居住環境改善に関する回答 

１．所管換に伴う強制転居を行わないこと。 

所管換の際，大学法人宿舎に現に国等の職員が入居の

場合及び財務局宿舎に現に大学法人職員が入居の場合，

当該職員が退去するまでの間，引き続き入居できる取扱

いとしている事から，所管換に伴う強制転居は行わない。 

２．入居者の勤務先による差別を行わないこと。 

入居者の勤務先による差別は行っていない。 

例えば，修繕で法人が負担する場合には，緊急性の高

いものから状況判断して実施している。また，駐車場の

貸付については，申請書の受付順で許可しており，不公
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平が生じないよう配慮している。 

３．宿舎の管理運営については，関東財務局所管の合同

宿舎の基準を維持すること。 

職員宿舎は，法人化に伴い本学に出資された財産であ

り，その維持管理に係る規則等を定めるのは本学である

が，管理運営の内容については，基本的には国家公務員

宿舎法に準じて行うこととしているので，関東財務局所

管の合同宿舎の基準を維持している。 

４．駐車場の増設や空き駐車場の利用など，宿舎戸数に

見合う駐車場の整備を行うこと。 

所管換の際，宿舎戸数に見合う駐車台数分を受けてい

ないことから，一部の入居者には順番待ちの状況にある。 

現状においては，財政事情も厳しいことから増設する

ことは困難であり，財務局管理の空き駐車場の借入れ等

で対応している。 

５．備品や設備の計画的更新を行うこと。 

法人化に伴い，所管換されたばかりで，備品や設備の

状況把握が十分ではなく，また，教育研究用及び福利厚

生用の施設・設備を維持していく中で，職員宿舎の整備

を行っていくことは財政的に厳しい状況となっているが，

当面，緊急性の高いものから判断して逐次改善しており。 

今後，修繕計画等を立案して対応したいと考えている。 

６．修繕等の要請に対し管理者として責任を持って対応

すること。 

修繕等の要請は，居住者が管理人に申し出を行い，管

理人が現地確認を実施し，大学法人への報告があったも

のに対して，緊急性・危険性を勘案し対応している。 

７．退去時の査定には経年変化を十分考慮するとともに

査定者（管理人）ごとに査定結果に不公平が生じな

いよう，査定方法の統一，周知を図ること。 

退去時の査定については，平成１５年６月財務省理財

局長通知の「国家公務員宿舎に係る原状回復等の取扱い

について」を準用し，原状回復基準としている。 

宿舎の退去に際しては，管理人が退去者の立会のもと

で，原状回復を必要とする箇所を点検することになって

いるが，点検箇所を明確にするため「宿舎点検カード」

が作成されており，適正に原状回復が行われている。 

なお，査定する管理人には，原状回復基準を熟知させ

査定に不公平が生じないよう指導している。 

８．宿舎の改廃の計画を明らかにし居住者へ早期に通知

すること。特に廃止宿舎棟の決定については，廃止

まで６年以上の期間を設けること。 

現時点において，改廃の計画はない。また，廃止宿舎

棟の決定については，平成１４年１０月財務省理財局長

通知「宿舎の廃止に伴い被貸与者に対して宿舎の明渡し

を請求する場合の取扱い等について」による退去要請期

間を考慮し，廃止まで２～３年程度と考えている。 

９. 強制移転を伴う場合には就学児童の学区等居住者の

生活環境に無用な変化が生じないよう十分配慮する

とともに，転居費用を補償すること。 

居住者に対し，移転に際しての希望調書をお願いし，

事前打合せを行いながら可能な限り希望に添えるよう努

めている。 

しかし，転居費用の補償については，緊急に建替整備

を行う必要があり，通常に比較して短い期間内に退去要

請を行う場合に限り，支給補償することとしている。 

（注１）回答書：関東財務局からの駐車場借受数（7月１日現） 

駐 車 場 
宿 舎 名 

ブロック 記号 
台数 

竹園３丁目住宅 竹園－３ Ａ ３ 

吾妻２丁目住宅 吾妻－３ Ｑ ２ 

Ａ １ 

Ａ１ ２ 竹園－８ 

Ａ２ １ 
吾妻４丁目住宅

竹園－１０ Ａ １ 

廃止 Ａ２ １ 

並木１ 廃水 １ 並木２丁目住宅

並木２ Ｚ ３ 

並木６ Ｄ３ １７ 

Ｈ ８ 並木４丁目住宅
並木９ 

Ｚ １ 

合  計   ４１ 

※ 本資料は，本学管理の宿舎入居者が，関東財務局管理の駐

車場を使用している実台数である。 

（注２）回答書：職員宿舎の光ファイバー架設について 

(1)ＮＴＴ東日本と打合せ日 

平成１７年７月１４日（木）及び７月２５日（月） 

(2)契約方式 

①Ｂフレッツ（集合形式） 

・１宿舎が１０戸以上で構成されている建物とする。 

・工事費はＮＴＴ東日本が負担する。ただし，ＶＤＳＬ集合装
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置の収納ＢＯＸの設置・電源工事・通信／電源用配管工事等

が２０万円を超える場合は該当外。（現場調査が必要） 

・大学は，広告掲示を許可すること。 

・１ヶ月の利用料 約 4,000 円程度（16 人以上利用の場合，

若干安価となる。） 

②ハイパー（個人形式） 

・既設の電線管が利用できない場合，壁を貫通して新設電線管

を敷設する必要がある。（現場調査が必要） 

・１ヶ月の利用料 約 5,000円程度 

(3)その他 

・ＮＴＴは，個別に営業を行ったが現場調査を行っていない。 

・大学が現場調査を許可するのであれば，早急に調査し結果を

報告する。 

・吾妻４丁目（２０８・２０９）の調査を依頼する。 

 

＜7/13 宿舎団体交渉，質疑応答＞ 

【組】 筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会（以

下，学研労協）が筑波大学の宿舎居住環境改善の交渉に

参加する趣旨は，移管された宿舎と関財の宿舎で，様々

な面で差があるのは良くない，ということを訴えたいか

らである。学研労協には様々な職場の人がおり，筑波大

学所管の宿舎に住んでいる人もいる。一方，筑波大学の

職員にも関財所管の宿舎に入居している人もいる。法人

化に伴って生じた宿舎に関わる問題をそこに住んでいる

人に転嫁する形になっており，そのような問題点を明ら

かにするための場としていきたいと考えている。 

【大】 我々も 1200 戸以上の宿舎が国から支給され

て，正直戸惑っている。大学も法人化で変わった。みん

なで議論していくべきことであると考えている。 

【組】 筑波の宿舎は同時期にできたので同時期に壊れ

る。計画的な修繕をお願いしたい。関東財務局も始めて

いる。回答の 4に「財務局管理の空き駐車場の借り入れ

等で対応」とあるが，具体的な数は？ 

【大】 昨年４月に出資を受けた宿舎は 1272 戸で駐

車場は1092台分である。ただ，ブロックによって差が

あり，一部屋に１台あるところもあれば全く足りないと

ころもある。ただ，地区をまたいで貸し借りするのは現

実的ではないので，足りないところは待ってもらってい

る。また，一部では関財所管の宿舎の駐車場から借りて

おり，並木地区で 18 戸，竹園地区でも一部行われてい

る。（注１）ただ，これでも不足分をすべて確保できてい

る訳ではなく，6 月中旬現在で 22 名が順番待ちの状態

である。地区としては並木が多い。 

【組】 以前，自治会が独自で駐車場を作って管理して

いるものがあったが，現在はそのようなものは関財が一

括で管理している。独法が独自で駐車場を管理している

とパイが小さくなった分調整が難しくなる。関財ととも

にまとめて管理すればよい。筑波大，高エネ，関財で宿

舎について話をする場はないのか？ 

【大】 そのような場はない。駐車場については個別に

お願いして借りている状態である。 

【組】 出資を受けた独法と関財との間に宿舎について

話し合う場がないのは問題である。 

【大】 関財の宿舎が今後どうなるか我々も分からない。

連合体を作らないとやっていけない。関財が今までどん

な修繕をしてきたのかなど，履歴が分からないままに出

資を受けた状況である。独法化後２年経って落ち着いて

きたので，これから調査して計画を立てていきたい。 

【大】 家賃収入はほとんど固定資産税で消えてしまう。

将来の建替えは施設費を要求しないといけない。宿舎に

関してプロである関財と違い，大学は教育研究が主であ

り，宿舎 only とはいかないが，関財と差ができないよう

努力していく。 

【組】 入居率はどのくらいか？ 

【大】 85.6％くらい。この値は出資された 1272 戸

に対する値で，大学以外の入居者の数も含まれている。 

【組】 大学宿舎から大学以外の人が引っ越しして出て

行くことになると，大学職員で埋めていく必要がある。

入居率が下がっていかないか？その場合宿舎の廃止はあ

るのか？ 

【大】 可能性はない訳ではない。ただ，関財から出資

を受けてすぐに処分するのもどうかと思うし・・・。場

所も大学から離れてバラバラにあるので大学の施設を建

てる訳にもいかない。 

【組】 入居率の低下が心配。悪循環が起きるのでは。 

【組】 大学管理になったのだから融通性が拡大したは

ず。例えば，非常勤職員の入居も可能であろう。 

【大】 すでに非常勤職員の入居は可能になっている。 

【組】 本来大学が管理主なのだから大学が決めて良い

のでは。しかしその場合，外圧が不安になるが.・・。 

【大】 ６年間の計画で評価を受けるので，業務面で指摘

を受けるかもしれないが・・・。 
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【組】 回答の 8 が我々の要求と最も離れている。「廃

止までの猶予期間は 2，3 年程度」ということだが，2

年と3年とで大きく違う。 

【大】 我々には経験がないことなので今考えられない。

猶予期間については国の通達等を準拠している。また，

改廃の計画についてもお金の問題なので，6 年も先のこ

とまで計画できない。我々も要求の内容は承知している

が，不透明で約束できない。学校区の問題についてはあ

る程度対処できるかな，と考えている。 

【組】 学研労協でも一回目の廃止のとき猶予期間を長

くとるよう要望が出た。しかし一方で残った人が共益費

を負担するという問題もあがった。計画があるならなる

べく早く居住者に知らせてほしい。今回の二回目の廃止

では，一回目で退去した人が再び退去させられる例が出

た。少なくともこの人たちに対して退去費用を補填する

ように国に要望したが，だめだった。筑波大は法人だか

ら国よりは融通が利いて，こうした転居費用は出しても

らえるのではないか？ 

【大】 大学も根っこのところは押さえられているので

同じですよ。 

【組】 学研労協では毎年宿舎に関するアンケートをと

っている。その中で要望が多いのは，連絡の周知徹底に

ついてである。例えば駐車場の貸付は申請書の受付順と

いうことだが，この連絡が対象者すべてに行き届かない

と不公平が生じる。また，修繕等の要請に対しては責任

を持って対応するとともに，確実にその結果を連絡する

ようにしてほしい。関財では何年もほったらかしや担当

者が変わって分からなくなってしまっている例がある。 

【大】 通知の仕方は関財を参考にしている。連絡先は

宿舎だよりに載せてあり，入居者もよく読んでほしい。

工事や点検の連絡は掲示板を利用して張り紙を貼ってい

る。単身者にはポストに入れており，世帯には回覧板や

宿舎だよりでやっている。やり方もこれから検討してゆ

く。緊急時の連絡先が周知されていないと言うが，宿舎

便りを読んで欲しい。年に数回出している。 

【組】 緊急連絡先の通知は一度だけでなく，何度も宿

舎だよりに載せてほしい。自治会を通じて連絡する方法

もある。 

【組】 以前は地区ごとに管理人がいてその人に聞けば

何とかなったが，今はいなくなってしまった。 

【大】 住宅管理協会で対応している。 

【組】 住宅管理協会は業務委託を大学と関財からの両

方受けている。従って退去のときの査定は大学と関財所

管の宿舎で同じ基準である。ただし管理人の資質による

違いはあるだろうが。 

【組】 宿舎でインターネットやっている。ＡＤＳＬで

接続しているが，最近は光ファイバーになってきている。

ＮＴＴでは，光ファイバーが出来る地域ということで手

続きしたが関財は光ファイバーはやっていない地域とい

うことでだめだった。 

【大】 ＮＴＴが敷地内に引いてくれて，後は各自が負

担でやってくれれば良いが。大学でお金を負担するのは

出来ない。 

【組】 アンケートでは自己負担で（光ファイバーを）

やりたいと大学当局に模様替申請し，関財に提出し直し

たが，まだ回答がない，という事例がある。まず，状況

を調べて欲しい。（注２） 

 

今後も年に一度，できれば年度始めに交渉の場を持つ

ということで終了した。 

 

＜5/27 緊急要求書＞ 

筑波大学長 岩崎洋一 殿 

筑波大学教職員組合つくば  

執行委員会委員長 齋藤静夫 

 

医学・病院地区女性トイレについて， 

女性トイレ内と周辺の廊下の照明を明るくすること， 

女性トイレ個室の仕切り壁面の上下の空間，横の隙問を

狭くし，盗撮できないように改修すること， 

女性トイレ内に防犯非常ベルを設置すること， 

などの設備改善を要求します。 

 

＜説明＞ 

医学・病院地区は比較的建物が古く，女性トイレ設備

も古く，内部と周辺が暗いなど，安全環境面で不安があ

ります。昨年 5月，女性職員が女性トイレを使用中に隣

の個室内の不審者に気付き，その後に不審者との間で盗

撮の事実を問うという事件がありました。それ以前にも，

カメラ付携帯電話を持った不審者を目撃した事例が報告

されています。このような事件の再発を防止し，職員が

安心して働けるよう設備を改善することが重要です。 



アアククテティィブブ  AAccttiivvee  

要要求求アアンンケケーートト 
発行：筑波大学教職員組合つくば 

２００５年9月 15日 （木）No.33 付

連絡先：内線５０１２ 

数理物質科学等支援室 齋藤靜夫 

E-mail ssaito@ims.tsukuba.ac.jp 
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＜7/26 組合協議会代表が大学当局へ挨拶， 要求項目提出，予備交渉＞ 

「筑波大学教職員組合つくば」は，「筑波大学教職員組合東京」とともに「筑波大学教職員組合協議会」を作り，協

力して大学当局に，＜１０月中の団体交渉＞を申し入れました。齋藤つくば委員長，岩崎東京委員長，ほか３名の代

表が，人事担当副学長を訪問して挨拶し，引き続き，人事担当職員に要求項目を示し，予備交渉を行いました。 

 

＜要求アンケートにご協力ください＞ 

教職員の要求について，アンケートにご協力ください。（記入後，学内便で齋藤静夫までお送り下さい） 

 

１．8/15人事院勧告について 

＜説明＞ 

はじめに 

人事院は 8月 15日に国会と政府に対して国家公務員

の賃金に関する勧告と報告を行いました。主な内容は， 

① 月例給を0.36％引き下げ，一時金を0.05 月引き

上げる本年の給与改定に関する勧告， 

② 少なくとも 4.8％の俸給を切り下げる地域給の導

入，俸給表のフラット化・昇給号俸の細分化による

勤務実績反映の給与制度等「給与構造の見直し」勧

告・報告， 

という２つです。 

法人化された国立大学等の教職員の賃金をはじめとす

る労働条件は，基本的に労使による対等な交渉によって

決定される仕組みになりました。また，運営費交付金の

配分額が人事院勧告により左右される仕組みでないこと

も，制度的には，明白になっています。しかし昨年は，

寒冷地手当改悪の人事院勧告が出された際，大学法人等

は「人事院勧告準拠」としました。 

（１）ほんとは，教職員の賃金は増額されるべきである 

人事院は厳密・正確な官民比較結果に基づいて勧告を

行っていると強調しています。しかし，この内容には疑

問があります。一時金については，この数年，民間では

好調を維持しつづけています。しかし，そうした民間一

時金との格差がわずか 0.05 月分しかないとの調査結果

は，実感に合いません。 

こうした人事院勧告の内容を大学等の教職員に無条件

に適用させることには，問題があります。それは，各大

学等で先般，明らかにされた教職員の賃金水準をみれば

明らかです。公表された資料によると，いずれの大学等

においても，事務や技術等の職員の賃金水準は，全ての

年代で国家公務員の平均を十数パーセントも下回ってい

ることが明らかとなっています。※ 

※文科省の「文部科学省所管独立行政法人及び国立大学

法人等の役員の報酬等及び職員の給与（平成 16 年度）

の水準の公表」 

一方，教員については，国家公務員の平均を上回るデ

ータとなっています。しかし，私立大学教員賃金（人事

院では官民比較対象外扱い）と比較した場合，月収ベー

スでかなり低い水準となっています。 

こうした実態を踏まえるなら，国立大学等教職員の賃

金は，「人事院勧告準拠」を理由に引き下げるのでなく，

増額・改善するべきです。 

1.1 要求・ご意見・質問をお書き下さい。 
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＜説明＞ 

（２）大学法人等への適用は，合理性があるのか？ 

国家公務員の「給与構造見直し」の最大の特徴は，官

民比較で最も民間が低い地域（ブロック）に合わせて，

国家公務員の俸給を 4.8％引き下げるという点です。従

来の人事院勧告は，公務，民間各々の全国平均給与を出

し，それに基づく官民較差により勧告を出すというもの

でした。そしてその際，地域間の物価の違いは，「地域調

整手当」で調整していました。ところが，今回はその方

式を根幹から変更しました。また，退職金，年金等生涯

所得が減額される恐れもあります。 

第一の論点は，地域給等の「給与構造見直し」を大学

等に適用することに合理性があるのか，という点です。 

① 大学等は人事院勧告の対象外であり，給与等の労働条

件は労使交渉により，決定されるものです。 

② 今回の「給与構造見直し」により，賃金の引き下げと

いうことになれば，明らかに不利益変更となります。

国立大学法人等は，過半数代表者の意見聴取のみで就

業規則を変更することは許されず，労使交渉等を通じ

て労働条件の不利益変更の「高度の必要性」等を明ら

かにすることが義務づけられます。 

③ 運営費交付金制度は，制度的には，人事院勧告を反映

する仕組でありません。文科省は今回の人事院勧告で

運営費交付金は増減額しないことを明言しています。 

1.2 要求・ご意見・質問をお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

１,2 に関して，あなたの意見に最も近い意見を以下の３

つから選ぶとすれば， どれになりますか？ 

① 人事院勧告・国家公務員の「給与構造見直し」に準

じて，筑波大学法人の賃金構造を見直す。 

② 労使交渉により，筑波大学法人独自のやり方で，賃

金構造を見直す。 

③ 従来型の給与構造に準じた国立大学法人の賃金構造

を作る。 

 

＜説明＞ 

（３）団体交渉を軸に，賃金構造の見直しに対処しよう 

大学法人等が「国家公務員準拠」を根拠として，地域

給等の「給与構造の見直し」など，人事院勧告に基づく

就業規則の変更を提案する可能性は十分にあります。 

 一案は，以下のように予想されます。 

１． 現行の俸給を4.8%引き下げる。 

２． 引き下げ分は，当面，現給補償する。しかし，そ

の後は，号俸が上がると補償額を減らすので，昇

給しない。 

３． つくば地域では，地域手当を職員も教員も 12%

程度（注）にする。しかし，現行は職員３％，教

員(3+7)%なので，すぐに12%程度にならない。

つくば以外（例：下田）では，地域手当がないと

ころができる。 

（注）つくば地域では民間の賃金が高いため 

 

法人化された大学は，賃金をはじめとした労働条件を

自ら決定できる環境にあります。労働側の声が小さけれ

ば，賃金切下げ・据置きということになりかねません。 

1.3 要求・ご意見・質問をお書き下さい。 
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2．労働条件について 

（１）定年制 

組合は，６０歳定年職員の再雇用・定年延長，および

６３歳定年教員の定年延長あるいは任期制導入を組み合

わせた定年延長について，検討状況を説明するよう当局

に要望しています。 

2.1 要求・ご意見・質問をお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）退職金 

従前の国家公務員職間の異動の制度が変わり，異動の

たびに自己都合退職扱いをし，在職期間が通算できなく

なりました。異動者の退職金の取り扱いが極めて不利に

な制度となっています。組合は，その改善について，当

局の見解を明らかにするよう要望しています。 

2.2 要求・ご意見・質問をお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）時間外勤務・労災 

職場で深夜の時間外勤務が続いたり，過労で倒れた人

はいませんか？ 本人から労災を申請したいという声は

聞きませんか？ 

2.3 あなたの周りで，同様の問題，可能性がないか，要

望・ご意見・質問をお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）安全環境の改善 

2.4 緊急要求書（4 ページに掲載）にあることなど，安

全環境上，あなたの周りで気づいたこと，要望・ご意見

をお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）その他 

2.5 ご自由にお書き下さい。 
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３．『筑波大学生活協同組合』の設立について 

＜説明＞ 

吉池サービスが体芸食堂，学生宿舎浴場・売店・食堂

などから撤退することになりました。今，厚生会理事会

（理事長・担当副学長）と全代会厚生委員会は，この問

題を活発に論議しています。厚生会は，学生・院生，教

職員の福利・厚生を担う組織で，筑波大学設立時に，大

学の協力の下に作られた任意団体です。厚生会が他大学

にある生協と相違する点は，食堂・売店などの営業活動

を行わず，営業委託する業者を選定し，指導する点です。 

筑波大学には，大学生協連加盟の大学生協（COOP）が

ありません。大学生協は，教職員・学生が出資者（経営

者）となり，同時に利用者・運営者でもあるという非営

利組織です。今，大学生協連加盟の大学生協（COOP）

を設立する機会が生まれています。 

「筑波大学教職員組合つくば」は，教員，職員，学生・

院生が協力できる課題として，吉池撤退と生協設立に関

する調査を開始しました。今，大学生協設立の機会が生

まれていることを考慮し，8/31 組合総会で，大学生協

連加盟の筑波大学生協設立を支援することを決めました。 

 

「筑波大の生協」のブログサイト： 

http://tsukuba-univcoop.blog.ocn.ne.jp/ 

 

 

 

 

3.1 要求・ご意見・質問をお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


